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１．はじめに 

 令和 6 年 1 月 1 日に発災した能登半島地震の人的

被害は、死者 720 人（うち災害関連死 492 人）、重症

負傷者 427 人、軽傷負傷者 980 人となった（内閣府，

2026 年 3 月 31 日現在）。日本では、平成 7 年の阪神

淡路大震災以降、防災・復興や災害後の中長期的な健

康問題の重要性が着目されるようになった。内閣府の

防災情報によると、阪神淡路大震災後、震災に伴う過

労や環境悪化等による病死などの二次的犠牲者は約

900 人となったが、災害関連死の認定基準が明確では

なく、自治体独自の委員会で判定された。そのため、

死亡統計の解析などからは、さらに多い可能性も指摘

された。その後、平成 16 年の新潟県中越沖地震では、

発災からの時間基準を設けて関連性の有無が検討さ

れるようになり、6 カ月以上の死亡は災害関連死では

ないと推定されるようになった。その後の災害でも、

災害関連死認定における法律上の明確な基準はなく、

各自治体に設置された災害弔慰金等支給審査委員会

が医師や弁護士の意見を踏まえて個別に因果関係が

判定されてきた（内閣府）。令和 6 年 3 月に策定され

た南相馬基準では、「震災から 1 カ月未満の死亡」を

災害関連死であると推定し、「1 カ月以上 1 年 6 カ月

未満の死亡」を関連死の可能性が高いとして審査され

ることになった（南相馬市，2024 年）。さらに、避難

生活等の長期化によって環境の変化が継続していた

場合は、震災との関連性について個別に判断する必要

があることが明記された（南相馬市，2024 年）。この

ような経緯を経て、能登半島地震では、災害関連死を

「当該災害による負傷の悪化又は避難生活等におけ

る身体的負担による疾病により死亡」と定義し、時間

軸に関しては南相馬基準に準じ、発災から 6 カ月以

内の死亡に限定せず、避難生活等の長期化による環境

の変化等を考慮して個別に判定されるようになった

（内閣府，2026 年）。能登半島地震の災害関連死は、

80 歳以上の高齢者が 8 割以上を占めること、約 94％

が何らかの既往歴を有していたことが特徴であり（内

閣府，2026 年）、災害や避難生活の健康問題への影響

は甚大である。また震災後の令和 6 年 9 月には、能

登豪雨が起こり、豪雨災害による死者・負傷者、避難

生活の再開が起こった。被災者は、生活の再建に向け

て仮設住宅での生活を始めかけたことに豪雨災害が

起こり、住民は二重の災害に苦しんだ。 

 災害後の影響は、子どもや高齢者、障害者、慢性疾

患をもつ人、少数民族など脆弱性を有する人に現れや

すいことが特徴である（WHO, 2022）。そこで、金沢

大学保健学系では、仮設住宅の集会所が開設された令

和 6 年 8 月より輪島市と連携して、毎月仮設住宅の

住民を中心とした市民を対象として健康相談、ヘルス

チェック、フットケア、茶話会等を実施している。こ

の活動は、「健康づくりのひろば」と称して実施して

おり、石川県立輪島高等学校の生徒のみなさんや各種

団体等と協働しながら継続している。輪島市の公式

LINE で開催のアナウンスが掲載されるため、仮設住

宅のみならず、市内全域から住民の皆様が来られてい

る。本稿では、「健康づくりのひろば」を通して出会

った人々とのかかわりを通して、能登半島地震後の中

長期的な心身の健康問題について論述する。 

 

２．災害後の中長期的な健康問題 

 災害後の中長期的な健康問題は、高齢者や障害者な

どの脆弱性をもつ集団が不利益な健康の社会決定要

因（Social Determinants of Health: SDH））に暴露
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され続けることで顕在化しやすくなる。災害による住

居や経済的基盤を喪失した人々は、仮設住宅や施設等

での生活が長期化することによって、経済的困窮のみ

ならず、社会的孤立やヘルスケアへのアクセス低下な

どが複合的に作用し、心身の健康問題が併発しやすく

なる。輪島市は、令和 5年 4月時点で高齢化率 47.6％、

そのうち独居高齢者の割合が 29.6％と震災前から高

齢化率が高かった。震災後の仮設住宅の訪問や「健康

づくりのひろば」では、独居の高齢者や高齢者のみの

世帯の方とかかわる機会が多い。仮設住宅は、必ずし

も震災前の生活地区毎に割り当てられていない。その

ため高齢者からは、人との交流がないことの孤独や物

忘れの自覚、活動圏の縮小による身体機能の低下など

の相談が聞かれている。 

孤独は、心身の健康や QOL、生存時間に深刻な影響

を与える (WHO, 2025)。災害の被災者は、中長期的に

閉じこもることによって、心身の機能低下、アルコー

ル依存症や自殺などの健康問題が発生する（Terayama 

et al, 2021）。特に、高齢者や障害者など脆弱性を有

する人々は、災害や心身の環境の変化の影響を受けて、

様々な喪失体験や持病の慢性疾患の悪化、ヘルスケア

へのアクセスの低下などが関連して、健康問題が悪化

しやすい。人口の高齢化と医療の進歩によって慢性疾

患をもつ人や障害者が増加し、災害時の医療中断や環

境の変化による脳卒中による入院、うつ病、認知機能

の低下、がん発生率の上昇など災害関連後遺症の対策

と社会的支援制度の確立が課題となっている

（Futagami et al, 2026）。孤独の健康への影響は、

比喩的に 1日 15本の喫煙以上であると警鐘されてい

る (WHO, 2025)。孤立・孤独によって、心血管系疾患、

糖尿病、認知症、うつ病のリスクが高くなり、死亡リ

スクは喫煙・飲酒・肥満を上回る (WHO, 2025)。被災

した施設入居中の高齢者は、元の施設からの最初の避

難によって避難しなかった場合と比較して死亡リス

クが 3.37 倍高くなることが報告されている (Nomura 

S, et al, 2016)。災害から死亡までの期間が長い高

齢者や障害者では、うつ状態を経て長期的に衰弱し死

亡につながる可能性が高い (Yoshimura H, et al, 

2024)。孤立は、全死因死亡リスクを 32％、孤独は 14％

高める (Harris, 2023)。孤独を経験している人は、

うつ病になる可能性が 2倍高く、自傷行為や自殺念慮

につながることがある (WHO, 2025)。災害によって、

潜在的な健康問題や人間関係の問題、過疎化地域の課

題などが顕在化しやすくなることはよく知られてい

る。 

心的外傷後ストレス障害（Post Traumatic Stress 

Disorder: PTSD）は、災害後フラッシュバックや悪夢

などの侵入症状、トラウマを惹起する状況の回避行動、

感情鈍麻などの麻痺症状が出現し、1か月以上持続す

る。トラウマのリマインダーに対して、人は闘争

（Fighting）、逃避（Flight）、凍結（Freeze）反応を

呈することでトラウマの影響に対処する。ある人は、

戦うことで危険に対処し、ある人はトラウマを惹起す

る環境を回避することで安全を確保する。またある人

は、恐怖によって凍結する。これらの反応はトラウマ

を受けた人々が、どのように対処してきたか、その経

験に基づいてつくられる。例えば、虐待や家庭内暴力

のサバイバー、戦争帰還兵など、戦うことで身を守っ

てきた経緯がある人達は、トラウマのリマインダーに

対して衝動的な行動が現れやすくなる。震災後、イラ

イラや易怒性、衝動性が高まっている場合、支援者は

トラウマによる反応かもしれないと認識しておくこ

とが重要である。凍結や回避のような目立たないトラ

ウマ反応に気づき、ケアすることも重要であるが、闘

争によって衝動性が高まっている場合は、家族や支援

者からも理解されにくく、いずれにしても孤立しがち

になる。仮設住宅の高齢者からは、「住処の問題が解

決しないと前に進めない」「家のことはどうにもなら

ない」「毎日雨ごいさえできればそれでよい」など現

状を受け止めるしかないというような意味の言葉が

聞かれる。PTSD の症状は、何年経過しても残り続け

る可能性があり、仮設住宅から災害復興住宅や自宅な

どに転居し、生活が安定した後に出ることがある。心

の回復は、日々の生活の緊張が緩和し、落ち着きを取
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り戻したころに始まることがある。避難生活や仮設生

活の長期化による疲労の蓄積が、震災後 2‐3 年が経

過し、日常生活を取り戻しつつある時期に心身の健康

問題として顕在化しやすくなることがある。PTSD や

アルコールの問題、自殺や孤独死などの中長期的な課

題は、震災後中長期にわたって注意が必要である。 

こうした被災者の心身の健康問題は見えにくい。

PTSD などの心の問題は、災害後の復旧・復興に奔走

している際には見えにくく、中長期的にも本人の中で

蓋がされた状態で長時間経過することが多い。高齢者

のフレイルや慢性疾患の悪化など身体の健康問題も

同様である。「健康づくりのひろば」では、多くの参

加者が高血圧や睡眠の問題をもっている。また、仮設

住宅では多くの高齢者が閉じこもりがちの生活にな

っており、現地の看護職者は、高齢者の認知症の進行

を実感している。震災後の生活の乱れや医療機関の診

療機能の低下等によって、がんの発見が遅れ、治療が

できない状態で発見され亡くなったご遺族やそのよ

うな人の最期の生活を調整する訪問看護師の話から、

災害後の健康問題の深刻さが現れている。 

災害関連の後遺症を防ぐために、災害後の心身の健

康問題は、30 年程度続くことや世代を超えて継承さ

れる可能性があることを理解することが重要である。

阪神淡路大震災から 30 年以上経過したが、現在でも

PTSD の症状は残っているであろう。心的外傷の記憶

は、薬で消せないところに人間の尊厳がある（中井，

2004）。震災で大事な人を亡くしたことの痛みは、生

涯残り続けるであろうが、複雑性悲嘆が予防できるよ

うに、グリーフケアの機会を提供することが重要であ

る。また、災害後の中長期的な健康問題の知識を一般

化することが求められる。災害関連後遺症は、2026

年 に Disaster Medicine and Public Health 

Preparedness で、初めて報告された概念である

(Futagami et al, 2026)。災害後の中長期的な健康問

題の実態は、阪神淡路大震災後知見が蓄積されている

が、実態に対しての対策や継続的なケアの仕組みは現

在でも確立していない。災害後の見えにくい健康問題

に対して、ケアを保障していくためには、専門職によ

るサスティナブルな災害後のケアシステムの開発と

健康問題に関する市民の理解が重要となる。私たちは、

見えないものに対処することは困難で、被災による健

康問題をもちながらひとりでどうすることもできず

に困っている人を発見することも難しい。社会全体が

災害後の中長期的な健康問題に関する知識をもち、共

助でき、専門職と行政・市民や各種団体が協働して、

健康問題に向き合っていくことが重要である。そのた

めに、学校教育や生涯教育の機会を通して、災害後の

健康問題やケアの知識を普及することが効果的では

ないだろうか。阪神淡路大震災や東日本大震災の後も、

学校で児童・生徒たちへの心の健康問題に関する教育

が実施されてきた。子どもたちは、災害時の弱者であ

り、子どものこころとからだの健康に留意することが

重要である。また、石川県立輪島高校の生徒のみなさ

んは、震災後体育館が避難所となり、運動のスペース

がなくなり、運動したいという自分たちのニーズから

高齢者や年少児の閉じこもり予防に関心をもち、仮設

住宅の集会所等で居場所づくりや運動プログラムを

実施している。学校教育の中で、防災・復興と災害時

の健康問題の教育が普及することで、児童・生徒にと

って自分たちを守る機会になるとともに、地域の健康

を市民全体で考える機会にもなると考えられる。WHO

などの保健機関から、グローバルヘルスの文脈で災害

時の健康問題の対応に関する知識やシステムが提示

されている中で、今後も起こりうる、また現在発生し

ている災害の健康被害を最小限にするためのヘルス

ケアの仕組の発展が喫緊の課題である。 

 

３．能登半島地震を通して出会った人々 

能登半島地震の支援を通して、現地の人々や災害支

援に携わる人々に出会い、看護職者として重要なこと

を教えられた。「健康づくりのひろば」は、2 年間継

続して開催しているが、継続することでの信頼が得ら

れるようになり、現在では毎回 40 名以上の市民のみ

なさまが来られている。同じ仮設住宅に住んでいても、
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普段は会話することがないと話される方も多いが、

「健康づくりのひろば」では、茶話会等で交流を楽し

まれている様子がある。しかし、語られている内容に

は、孤独や悲しみが現れている。ある人達は、被災後

親戚や子どもの家に行ったが、物理的な居場所はあっ

ても、所属感が感じられるような心理的な居場所がな

く、ひとり暮らしであっても、仮設住宅が整備された

後は輪島に戻ってきている。またある人達は、半壊の

家でも仮設住宅や親類宅での居住を選択せず、2年以

上半壊の家に住み続けている。「明日はどうなるかわ

からないが、家は（半壊でも）建っている限りは住め

る」とその地区に残り続けることを選択している。広

域避難した高齢者は、自分で故郷に戻ることができる

場合、輪島市に戻っているが、介護度が高くなり、搬

送を依頼できる家族がいない場合は、故郷に戻りたく

ても戻れない場合が多い。 

そのような中で、発災直後から現在でも支援を継続

している現地や外部の支援者たちと出会うことで、み

なさんの支援者としての情熱や倫理観の高さ、人間的

な魅力に触発されて、私自身がヘルスケアの専門職と

しての視野が広がった。近代看護は、フローレンスナ

イチンゲールがクリミア戦争で負傷した兵士たちの

ケアを通して始まった。「看護とは、患者の生命力の

消耗を最小限にし、回復過程が最もスムーズに行われ

るように生活環境を整えること」と定義され、新鮮な

空気、光、適度な温かさ、清潔さ、食事、排泄など患

者にとって最適な環境を整えることが重要である。こ

のことは、災害後、中長期の支援のみならず、あらゆ

るケアの場でもっとも重要なことであるが、ナイチン

ゲール生誕から 200年以上経過した現在でも、十分に

保障されているとは言い難いのではないだろうか。日

本でも、看護職は災害の度に被災地のケアを支える中

で、こうした基本的なケアと支援者の調整の重要性、

そして中長期的ケアの重要性を認識してきた。能登半

島地震を通して、出会った人たちとの絆を通して、被

災地で看護を必要とする多くのみなさんにヘルスケ

アを届けることができるよう活動したいという思い

とヘルスケア改革への視点が持ち続けられているこ

とに感謝している。ヘルスケアの課題が山積する中で、

住民視点の中長期的な健康支援の体制を構築してい

きたい。 

被災された人々の見えにくい心身の健康問題に対

して、今後中長期的に影響が続くことが想定される中

で、もっとも大事なことは、「その苦しみにいかに気

づくことができるか」「社会の辺縁で声を発すること

ができず苦しんでいる人の視点をいかにとらえるこ

とができるか」である。このことは、すべてのケアに

共通している。阪神淡路大震災の後、心のケアに奔走

されて、39 歳の若さで亡くなられた安克昌先生

（2000）の言葉を大事にし続けたいと思う。 

－「なぜ他ならぬ私に震災が起こったのか」「なぜ

私は生き残ったのか」「震災を生き延びた私はこの後

どう生きるのか」という問いが、それぞれの被災者の

なかに、解答の出ないまま、もやもやと渦巻いている

のだ。この問いに関心を持たずして、心のケアなどあ

りえないだろう。苦しみを癒すことよりも、それを理

解することよりも前に、苦しみがそこにある、という

ことに、われわれは気づかなくてはならない。だが、

この問いには声がない。それは発する場を持たない。

それは、隣人としてその人の傍らに佇んだとき、はじ

めて感じられるものなのだ－ 
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